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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 7,407,112 7,618,357 8,221,559 14,339,512 14,781,174

経常利益 (千円) 813,337 735,038 792,878 1,436,570 1,278,392

中間(当期)純利益 (千円) 477,706 422,464 440,573 886,174 745,366

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,408,600 2,408,600 2,408,600 2,408,600 2,408,600

発行済株式総数 (株) 6,300,000 6,300,000 6,300,000 6,300,000 6,300,000

純資産額 (千円) 9,518,023 9,881,143 10,184,437 9,727,777 9,967,902

総資産額 (千円) 13,563,788 13,852,115 14,572,347 13,390,883 13,874,173

１株当たり純資産額 (円) 1,510.80 1,568.44 1,616.58 1,537.41 1,582.21

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 75.82 67.05 69.93 133.98 118.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 33.00 33.00 33.00 66.00 66.00

自己資本比率 (％) 70.2 71.3 69.9 72.6 71.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 748,581 △126,252 459,490 1,641,518 628,294

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △264,735 △268,643 △586,500 △930,669 △469,024

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △188,517 △207,688 △207,934 △396,182 △415,842

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,841,506 1,258,259 1,269,327 1,860,844 1,604,272

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員]

(人)
302 
[82]

317
[78]

322
[83]

296 
[77]

318
[77]



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人)   322［83］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、景気の拡大傾向が続いたものの、国際的な金融市場の不安要因や、高値圏

を推移する原油価格の動向など、今後も予断を許さない状況であります。 

当軟包装資材業界におきましては、原油高騰の影響により原材料価格の値上げが更に進み、一部の小売商品価格で

は値上げの動きが見受けられるなか、包装資材における価格転嫁は進まず、利益確保がますます難しい業況となって

おります。 

このような状況下において、当社は、包装フィルムと充填機械を提供するビジネスモデルをより強化し、非食品部

門や新規顧客への積極的な営業活動と同時に、製造部門における生産性および労務効率の向上を図り、徹底したコス

トダウンによる利益の確保に努めました。 

その結果、売上高は82億21百万円（前年同期比7.9％増）、営業利益は７億80百万円（同7.5％増）、経常利益は７

億92百万円（同7.9％増）、中間純利益は４億40百万円（同4.3％増）となり前年同期に比べ増収増益となりました。 

  

[包装フィルム部門] 

包装フィルム部門につきましては、上半期を通して良好な天候が続いたなか、充填機械の好調な展開の影響も大き

く、順調に受注活動を進め、当社の強みである高品質・短納期・安定供給を主体とした販売を展開するとともに、生

産効率の向上に全力で取り組み、利益確保に努めました。 

その結果、包装フィルム部門の売上高は、74億39百万円（前年同期比4.6％増）となりました。 

  

[包装機械部門] 

高速自動充填機「ＤＡＮＧＡＮ」につきましては、前期後半からの活発な商談のもと、大手食品メーカーや既存顧

客のリピート需要を中心に、新規顧客へ大型設備の受注にも成功し、前年同期を大幅に上回る売上げで推移しまし

た。 

また、海外からの引き合いにより受注および輸出販売が成約し、今後は海外進出を視野に入れた展開を進めてまい

ります。 

その結果、包装機械部門の売上高は７億82百万円（前年同期比54.5％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収入が４億59百万円

ありましたが、投資活動による支出が５億86百万円、財務活動による支出が２億７百万円あったことにより、前事業

年度末に比べ３億34百万円の減少になり、当中間会計期間末には12億69百万円（前事業年度末比20.9％減）となりま

した。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における営業活動の結果得られた資金は４億59百万円（前年同期は１億26百万円の支出）となり

ました。 

これは主に、売上債権の増加額７億65百万円、法人税等の支払額２億71百万円、たな卸資産の増加額１億17百万

円等があったものの、税引前中間純利益が７億64百万円、仕入債務の増加額４億94百万円、減価償却費３億30百万

円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は５億86百万円（前年同期比118.3％増）となりました。 

これは主に、本社新工場環境対応設備・生産設備等の有形固定資産の取得による支出３億78百万円、定期預金の

預入れによる支出20億10百万円等があったことや、定期預金の払戻による収入18億12百万円等によるものでありま

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 



財務活動の結果使用した資金は２億７百万円（同0.1％増）となりました。 

これは、資金使途として配当金の支払額２億７百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1 上記の金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

2 包装フィルムのその他には、版代等が含まれております。 

3 包装機械のその他には、包装機械本体を除く周辺機器および部品等が含まれております。 

4 包装機械については、共同開発を行っていた日本精機株式会社から、製造権等を昨年10月に譲り受けたことに

 より、当社単独での製造および販売となり、前事業年度より開示しております。 

  

(2) 製品仕入実績 

当中間会計期間における製品仕入実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は、仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

包
装
フ
ィ
ル
ム

液体・粘体自動充填用フィルム 5,838,675 106.6

ラミネート汎用品 1,256,519 105.6

その他 292,531 214.9

計 7,387,726 108.6

包
装
機
械

包装機械 243,371 －

その他 566,672 －

計 810,043 －

合計 8,197,769 120.5

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

汎用フィルム 239,148 110.4

合計 239,148 110.4



(3) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 包装フィルムのその他には、版代等が含まれております。 

3 包装機械のその他には、包装機械本体を除く周辺機器および部品等が含まれております。 

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 包装フィルムのその他には、版代等が含まれております。 

3 包装機械のその他には、包装機械本体を除く周辺機器および部品等が含まれております。 

4 輸出については、総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。 

5 主要顧客については、総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

区分
金額

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

包
装
フ
ィ
ル
ム

液体・粘体自動充填用フィルム 5,835,366 109.4 1,646,245 162.8

ラミネート汎用品 1,273,328 115.4 138,795 85.1

その他 476,546 123.0 81,504 394.7

計 7,585,240 111.1 1,866,545 156.2

包
装
機
械

包装機械 505,386 167.5 205,009 442.0

その他 428,982 262.9 76,793 263.4

計 934,369 201.0 281,802 373.1

合計 8,519,609 116.8 2,148,348 169.1

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

包
装
フ
ィ
ル
ム

液体・粘体自動充填用フィルム 5,782,881 103.5

ラミネート汎用品 1,221,201 108.3

その他 434,949 110.0

計 7,439,032 104.6

包
装
機
械

包装機械 397,976 116.5

その他 384,550 233.2

計 782,527 154.5

合計 8,221,559 107.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社における研究開発活動は開発技術本部のもとに研究開発部と開発技術部が行っております。当社が健全に存続

し、繁栄するために利益を生む、大きな柱作りをするための基盤研究および研究開発を行っており、研究開発部と開

発技術部は新世代パッケージの開発、高速自動充填機ＤＡＮＧＡＮの開発、液体充填用のフィルム開発、微生物研究

等、独創的で収益性の高い製品を作るとともに、新しい物づくりに取り組んでおります。 

当中間会計期間における研究開発活動の概要は次のとおりであります。 

  

＜「ＰＩＣ（Pouch In Carton）」の開発＞ 

ＰＩＣ（Pouch In Carton）は、紙箱と特殊機構を設けたフレキシブルパックを組み合わせたハイブリット構造にな

っています。平成17年前後から企画・開発を着手したＰＩＣ（液体用複合容器）の開発要素として、ハード面では注

ぎ口（逆止弁）作製とこれを内袋フィルムに添付する技術、充填された内袋を紙箱に封緘する技術があり、ソフト面

では注ぎ口と内袋材料・材質の選定と熱的性質の安全性を図るための技術、内容物の吐出量の平均化と液切れの良否

を見極めるこれらの最適な注ぎ口のデザインの設計、その他内容物保存評価試験（吸光度、ｐＨ、一般生菌数）があ

ります。これらのハード、ソフト両面から製品開発を進めた結果、「ＰＩＣ」の製品化と量産技術の確立などの開発

成果を収めました。 

今後は、市場に参入するためコスト面等の調査を行い、新製品として販売に向けた市場開拓を推し進めてまいりま

す。 

  

＜「ＲＦＩＤタグ」の開発＞ 

平成22年には31兆円市場に成長するとの試算もあるＩＣタグは、ユビキタス時代の核となる技術であります。当社

は株式会社日立製作所、株式会社日立産機システムと共同で世界最小クラスの非接触ＩＣチップ「ミューチップ」と

外部アンテナから構成されるインレットを、ラミネーション技術により、これまでに６アイテムのタグ化に成功いた

しました。 

現在、株式会社日立製作所、株式会社日立産機システムに、当社が作製したタグのサンプル品を提供しており、営

業活動や市場への認知向上に活用されております。今後は、より強度を増したリネンタグの開発を進めます。また、

「ミューチップ」を利用した開発として作製した入退室用カードは、出欠管理システムとして、数校の大学に採用さ

れております。 

  

＜「低温管理用インジケータ」の開発＞ 

食品の温度管理不備に伴う食中毒リスクを回避するための指標となる低温管理用インジケータの開発は一定の開発

成果を収め、現在は市場開拓を行っております。 

  

＜「新ＮＴＪ (ノンテープジョイント)」の開発＞ 

現在、当社にて生産をしておりますノンテープジョイントフィルムの改良品の開発に着手致しました。現行品の繋

ぎ部分の更なる改良と強度向上の工夫や、アルミ箔構成フィルムへの対応が可能となり、市場拡大への開発を進めて

おります。 

  

＜「新高性能ヒートシールプレート（ＨＱ３シールプレート）」の開発＞ 

液体・粘体高速自動充填機における品質安定性を高めるため、従来のヒートシールプレートの機能を高め、より高

速充填での安定した品質の向上を目指しております。この新型ヒートシールプレートは付加価値の高い製品として、

従来販売した高速自動充填機ＤＡＮＧＡＮシリーズへの単品販売を開始するとともに、今後の高速自動充填機ＤＡＮ

ＧＡＮシリーズの拡販に貢献いたします。現在、一部のユーザーにて使用を開始しております。 

  

＜「ノンパウダーフィルム」の開発＞ 

現在、従来製品よりパウダーの散布量を減量し、フィルム自体の滑り性を向上させたラミネートフィルムの生産を

行っております。次段階の開発として、ノンパウダーフィルムに適した樹脂の選定、更には選択された樹脂のラミネ

ート加工技術を確立させたノンパウダーフィルムを試作し、フィルムの物性・充填性能評価を行い、製品化を目指し



ております。 

  



＜「透明バリア性フィルム」の開発＞ 

透明バリア性フィルムの改善と改良は、ユーザーからの提案を基に開発に着手致しており、素材メーカーと取り組

み、その性能を評価中です。開発の課題としては、バリア性向上、耐圧強度および破袋強度の向上、切れ性の改良な

どがあり、これらを解決した製品化を目指しております。 

  

＜「エタノール蒸気発生剤フィルム」の開発＞ 

適度なエタノールの蒸散量を有するフィルムを開発するにあたり、フィルム固有の性質を利用する方法と、従来技

術であるフィルムに有孔加工を施す方法等が考えられ、有孔加工を施したフィルムにおけるエタノール透過量測定の

評価を行い、フィルム素材の選択と有孔加工技術の確立の両面から問題を解決し製品化を目指しております。 

  

フィルム分野の開発費につきましては、市場占有率の高い液体包装フィルムを中心に新製品の開発と改良に使用

し、包装機械分野の開発費につきましては、フィルム販売促進に大きく貢献することから包装機械およびそれら関連

する分野に使用しております。なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は１億41百万円となっております。 

上記金額には消費税等は含まれておりません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、下記２(1)及び(2)を除き主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設について、完了したものは次のとおりであ

ります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の改修について、完了したものは次のとおりであ

ります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

設備の内容 投資金額(千円) 完了年月
完了後の 
増加能力

製版工場
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

製版製造機設備 916 平成19年７月 －

本社工場
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

フィルム製造機設備
（環境・グラビア・
 ラミネート・スリッター・ 
 製袋・検品）

210,336 平成19年８月 －

建物 4,558 平成19年５月 －

本社管理部門
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

事務用機器等 874 平成19年６月 －

製袋工場
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

製袋製造機設備 420 平成19年５月 －

事業所名 
(所在地)

設備の内容 投資金額(千円) 完了年月
完了後の 
増加能力

本社工場
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

フィルム製造機設備
（グラビア・ラミネート・
  スリッター・製袋・検品）

2,449 平成19年６月 －

白岡工場
（埼玉県南埼玉郡白岡町）

フィルム製造機設備
（グラビア・ラミネート・
  スリッター・製袋・検品）

933 平成19年６月 －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所名
又は 

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 6,300,000 6,300,000
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 6,300,000 6,300,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(千円)

資本金
残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～
平成19年９月30日

― 6,300,000 ― 2,408,600 ― 2,896,075



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)1 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 380千株 (内 年金信託設定分15千株、投資信託設定分364千株)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)    93千株 (内 年金信託設定分16千株、投資信託設定分76千株) 
  
    2 モルガン・スタンレー証券株式会社およびその共同保有者から、平成19年８月22日付の大量保有報告書（変更

 報告書）の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりま

 すが、当社として当中間会計期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

 は含めておりません。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 481 7.64

株式会社タイパック 埼玉県春日部市新宿新田333番地42 432 6.87

木村 登 東京都渋谷区 304 4.83

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７－９ 300 4.77

アールービーシー デクシア 
インベスター サービシーズ 
トラスト、ロンドン クライア
ント アカウント（常任代理人 
スタンダード チャータード銀
行）

71 QUEEN VICTORIA STREET,LONDON,EC4V 4DE
（東京都千代田区永田町２丁目11－１  
  山王パークタワー21階）

237 3.76

大日精化工業株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町１丁目７－６ 191 3.04

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 135 2.15

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 127 2.03

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10－８ 100 1.59

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目８ 100 1.59

計 ― 2,410 38.25

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
株券等保有割合

(％)

モルガン・スタンレー・インベ
ストメント・マネジメント・イ
ンク

1221 Avenue of the Americas, New York,
NY 10020, USA

215,600 3.42

モルガン・スタンレー・インベ
ストメント・マネジメント・リ
ミテッド

25 Cabot Square Canary Wharf London
E14 4QA U.K.

78,000 1.24

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インコーポレ
ーテッド

1585 Broadway, New York, NY 10036 15,600 0.25

モルガン・スタンレー証券株式
会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー

3,100 0.05

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・ピーエルシー

25 Cabot Square Canary Wharf London
E14 4QA U.K.

1,700 0.03

計 ― 314,000 4.98



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義分の株式が 100株（議決権１個） 

含まれております。 

   ２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が40株含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,299,200 62,992
―

単元未満株式
普通株式

800
― ―

発行済株式総数
普通株式

6,300,000
― ―

総株主の議決権 ―
62,992

―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,050 3,020 2,990 2,990 2,815 2,655

最低(円) 2,905 2,840 2,900 2,780 2,555 2,380



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

① 資産基準 0.3％

② 売上高基準 0.0％

③ 利益基準 0.3％

④ 利益剰余金基準 0.1％



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,070,760 2,275,327 2,411,772

 ２ 受取手形 ※２ 1,434,217 1,533,895 1,327,152

 ３ 売掛金 3,713,119 3,972,951 3,414,411

 ４ たな卸資産 1,402,086 1,460,091 1,342,168

 ５ その他 177,176 214,429 222,396

   貸倒引当金 △6,691 △7,158 △4,741

  流動資産合計 8,790,669 63.5 9,449,536 64.8 8,713,158 62.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 1,942,229 1,847,872 1,916,479

  (2) 機械及び装置 1,160,908 1,416,471 1,411,729

  (3) 土地 912,487 931,004 907,919

  (4) その他 350,550 306,510 297,953

     計 4,366,175 31.5 4,501,859 30.9 4,534,082 32.7

 ２ 無形固定資産 115,232 0.8 200,439 1.4 209,886 1.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 432,777 285,093 275,728

  (2) 繰延税金資産 － 6,615 －

  (3) その他 173,312 156,314 166,946

    貸倒引当金 △26,051 △27,511 △25,629

     計 580,037 4.2 420,511 2.9 417,045 3.0

  固定資産合計 5,061,445 36.5 5,122,810 35.2 5,161,014 37.2

  資産合計 13,852,115 100.0 14,572,347 100.0 13,874,173 100.0



  

  

  
  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,728,771 2,956,975 2,462,564

 ２ 未払金 387,333 475,253 581,640

 ３ 未払法人税等 340,907 337,209 284,432

 ４ 賞与引当金 195,900 194,300 194,900

 ５ 役員賞与引当金 21,066 19,309 41,500

 ６ その他 103,047 242,610 164,825

  流動負債合計 3,777,026 27.3 4,225,658 29.0 3,729,862 26.9

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 19,363 － 1,057

 ２ 退職給付引当金 101,806 98,488 102,996

 ３ 役員退職慰労引当金 66,383 61,508 68,083

 ４ その他 6,392 2,254 4,270

  固定負債合計 193,945 1.4 162,250 1.1 176,408 1.2

  負債合計 3,970,971 28.7 4,387,909 30.1 3,906,271 28.1



  

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,408,600 17.4 2,408,600 16.5 2,408,600 17.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 2,896,075 2,896,075 2,896,075

   資本剰余金合計 2,896,075 20.9 2,896,075 19.9 2,896,075 20.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 165,000 165,000 165,000

  (2) その他利益剰余金

    買換資産圧縮 
    積立金

23,021 20,254 21,118

    特別償却準備金 25,716 36,254 28,168

    保険差益圧縮 
    積立金

46,525 30,543 34,887

    国庫補助圧縮 
    積立金

－ 1,911 1,996

    別途積立金 3,660,000 3,660,000 3,660,000

    繰越利益剰余金 579,682 933,659 703,777

   利益剰余金合計 4,499,945 32.5 4,847,623 33.3 4,614,948 33.3

 ４ 自己株式 △100 △0.0 △100 △0.0 △100 △0.0

   株主資本合計 9,804,520 70.8 10,152,197 69.7 9,919,523 71.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

76,622 0.5 32,240 0.2 48,379 0.3

   評価・換算差額等 
   合計

76,622 0.5 32,240 0.2 48,379 0.3

   純資産合計 9,881,143 71.3 10,184,437 69.9 9,967,902 71.9

   負債純資産合計 13,852,115 100.0 14,572,347 100.0 13,874,173 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,618,357 100.0 8,221,559 100.0 14,781,174 100.0

Ⅱ 売上原価 5,787,424 76.0 6,231,524 75.8 11,357,648 76.8

   売上総利益 1,830,932 24.0 1,990,035 24.2 3,423,526 23.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,105,009 14.5 1,209,829 14.7 2,165,081 14.7

   営業利益 725,923 9.5 780,205 9.5 1,258,444 8.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 12,834 0.2 15,049 0.2 30,891 0.2

Ⅴ 営業外費用 3,719 0.0 2,375 0.0 10,943 0.1

   経常利益 735,038 9.7 792,878 9.7 1,278,392 8.6

Ⅵ 特別利益 2,638 0.0 375 0.0 50,372 0.3

Ⅶ 特別損失 ※３ 6,017 0.1 28,306 0.4 18,722 0.1

   税引前中間(当期) 
   純利益

731,659 9.6 764,948 9.3 1,310,043 8.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

326,616 323,637 579,466

   法人税等調整額 △17,421 309,195 4.1 737 324,374 3.9 △14,789 564,676 3.8

   中間(当期)純利益 422,464 5.5 440,573 5.4 745,366 5.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

  

  

株  主  資  本

資

本

金

資 本 

剰余金
利  益  剰  余  金

資

本

準

備

金

利

益

準

備

金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧
縮
積
立
金

買
換
資
産

準
備
金

特
別
償
却

圧
縮
積
立
金

保
険
差
益

別
途
積
立
金

剰
余
金

繰
越
利
益

平成18年３月31日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 25,119 25,334 － 3,310,000 802,026

中間会計期間中の変動額

買換資産圧縮積立金の 

取崩(注)
△2,098 2,098

特別償却準備金の 

取崩(注)
△6,056 6,056

特別償却準備金の 

積立(注)
6,438 △6,438

保険差益圧縮積立金の 

積立(注)
46,525 △46,525

別途積立金の積立(注) 350,000 △350,000

剰余金の配当(注) △207,898

役員賞与(注) △42,100

中間純利益 422,464

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

(純額)

中間会計期間中の変動額 

合計（千円）
－ － － △2,098 382 46,525 350,000 △222,344

平成18年９月30日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 23,021 25,716 46,525 3,660,000 579,682



  

  

 
  

株主資本
評価・換算

差額等 純

資

産

合

計

自

己

株

式

株

主

資

本

合

計

評

価

差

額

金

そ
の
他
有
価
証
券

平成18年３月31日残高 

（千円）
△100 9,632,054 95,722 9,727,777

中間会計期間中の変動額

買換資産圧縮積立金の 

取崩(注)
－ －

特別償却準備金の 

取崩(注)
－ －

特別償却準備金の 

積立(注)
－ －

保険差益圧縮積立金の 

積立(注)
－ －

別途積立金の積立(注) － －

剰余金の配当(注) △207,898 △207,898

役員賞与(注) △42,100 △42,100

中間純利益 422,464 422,464

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

(純額)

△19,099 △19,099

中間会計期間中の変動額 

合計（千円）
－ 172,465 △19,099 153,365

平成18年９月30日残高 

（千円）
△100 9,804,520 76,622 9,881,143



  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

株  主  資  本

資

本

金

資 本 

剰余金
利  益  剰  余  金

資

本

準

備

金

利

益

準

備

金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧
縮
積
立
金

買
換
資
産

準
備
金

特
別
償
却

圧
縮
積
立
金

保
険
差
益

圧
縮
積
立
金

国
庫
補
助

別
途
積
立
金

剰
余
金

繰
越
利
益

平成19年３月31日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 21,118 28,168 34,887 1,996 3,660,000 703,777

中間会計期間中の変動額

買換資産圧縮積立金の 

取崩
△863 863

特別償却準備金の取崩 △4,844 4,844

特別償却準備金の積立 12,930 △12,930

保険差益圧縮積立金の 

取崩
△4,344 4,344

国庫補助圧縮積立金の 

取崩
△85 85

剰余金の配当 △207,898

中間純利益 440,573

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

(純額)

中間会計期間中の変動額 

合計（千円）
－ － － △863 8,085 △4,344 △85 － 229,882

平成19年９月30日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 20,254 36,254 30,543 1,911 3,660,000 933,659



  

  

 
  

  

株主資本
評価・換算

差額等 純

資

産

合

計

自

己

株

式

株

主

資

本

合

計

評

価

差

額

金

そ
の
他
有
価
証
券

平成19年３月31日残高 

（千円）
△100 9,919,523 48,379 9,967,902

中間会計期間中の変動額

買換資産圧縮積立金の 

取崩
－ －

特別償却準備金の取崩 － －

特別償却準備金の積立 － －

保険差益圧縮積立金の 

取崩
－ －

国庫補助圧縮積立金の 

取崩
－ －

剰余金の配当 △207,898 △207,898

中間純利益 440,573 440,573

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額

(純額)

△16,139 △16,139

中間会計期間中の変動額 

合計（千円）
－ 232,674 △16,139 216,535

平成19年９月30日残高 

（千円）
△100 10,152,197 32,240 10,184,437



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
（注）※１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

   ※２ 平成18年11月の取締役会決議における中間配当金であります。  

株  主  資  本

資

本

金

資 本 

剰余金
利  益  剰  余  金

資

本

準

備

金

利

益

準

備

金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧
縮
積
立
金

買
換
資
産

準
備
金

特
別
償
却

圧
縮
積
立
金

保
険
差
益

圧
縮
積
立
金

国
庫
補
助

別
途
積
立
金

剰
余
金

繰
越
利
益

平成18年３月31日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 25,119 25,334 － － 3,310,000 802,026

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金 

の取崩 ※１
△2,098 2,098

買換資産圧縮積立金の 

取崩
△1,902 1,902

特別償却準備金の取崩 

※１
△6,056 6,056

 特別償却準備金の取崩 △7,665 7,665

特別償却準備金の積立 

※１
6,438 △6,438

 特別償却準備金の積立 10,117 △10,117

 保険差益圧縮積立金の 

 取崩
△12,595 12,595

保険差益圧縮積立金の 

積立 ※１
46,525 △46,525

 保険差益圧縮積立金の 

 積立
957 △957

 国庫補助圧縮積立金の 

 取崩
△106 106

 国庫補助圧縮積立金の 

 積立
2,103 △2,103

別途積立金の積立 ※１ 350,000 △350,000

剰余金の配当 ※１ △207,898

 剰余金の配当 ※２ △207,898

役員賞与 ※１ △42,100

当期純利益 745,366

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

(純額)

事業年度中の変動額合計 

（千円）
－ － － △4,000 2,834 34,887 1,996 350,000 △98,248

平成19年３月31日残高 

（千円）
2,408,600 2,896,075 165,000 21,118 28,168 34,887 1,996 3,660,000 703,777



  
  

株主資本
評価・換算

差額等 純

資

産

合

計

自

己

株

式

株

主

資

本

合

計

評

価

差

額

金

そ
の
他
有
価
証
券

平成18年３月31日残高 

（千円）
△100 9,632,054 95,722 9,727,777

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金の 

取崩 ※１
－ －

買換資産圧縮積立金の 

取崩
－ －

特別償却準備金の取崩 

※１
－ －

特別償却準備金の取崩 － －

特別償却準備金の積立 

※１
－ －

特別償却準備金の積立 － －

保険差益圧縮積立金の 

取崩
－ －

保険差益圧縮積立金の 

積立 ※１
－ －

保険差益圧縮積立金の 

積立
－ －

国庫補助圧縮積立金の 

取崩
－ －

国庫補助圧縮積立金の 

積立
－ －

別途積立金の積立 ※１ － －

剰余金の配当 ※１ △207,898 △207,898

剰余金の配当 ※２ △207,898 △207,898

役員賞与 ※１ △42,100 △42,100

当期純利益 745,366 745,366

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

(純額)

△47,343 △47,343

事業年度中の変動額合計 

（千円）
－ 287,468 △47,343 240,125

平成19年３月31日残高 

（千円）
△100 9,919,523 48,379 9,967,902



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  税引前中間(当期)純利益 731,659 764,948 1,310,043

  減価償却費 262,063 330,205 566,580

  減損損失 － － 6,425

  貸倒引当金の増減額(減少:△) 8,067 4,299 5,695

  賞与引当金の増減額(減少:△) 19,300 △600 18,300

  役員賞与引当金の増減額(減少:△) 21,066 △22,191 41,500

  退職給付引当金の増減額(減少:△) 2,167 △4,507 3,357

  役員退職慰労引当金の増減額(減少:△) 1,700 △6,575 3,400

  受取利息及び受取配当金 △3,276 △5,688 △7,120

  投資事業組合運用損益(運用益:△) 1,500 252 2,058

  有形固定資産売却益 △679 △375 △1,056

  有形固定資産売却損 － 24 －

  有形固定資産除却損 4,067 13,641 7,132

  投資有価証券売却益 － － △43,856

  保険差益 △1,958 － △1,958

  補助金収入 － － △3,500

  売上債権の増減額(増加:△) △1,115,560 △765,283 △709,786

  たな卸資産の増減額(増加:△) 56,627 △117,922 127,858

  仕入債務の増減額(減少:△) 195,876 494,411 △70,330

  未払消費税等の増減額(減少:△) 30,073 5,929 12,209

  その他の流動資産の増減額(増加:△) △11,847 △22,088 △2,334

  その他の流動負債の増減額(減少:△) 50,185 61,170 41,058

  その他の固定負債の増減額(減少:△) 6,392 △2,016 4,270

  役員賞与の支払額 △42,100 － △42,100

  その他の営業活動による 

 キャッシュ・フロー
△4,198 △1,882 △483

小計 211,127 725,751 1,267,362

  利息及び配当金の受取額 3,094 5,318 6,334

  受取保険金による収入 2,052 － 2,052

  受取補助金による収入 － － 3,500

  法人税等の支払額 △342,526 △271,579 △650,955

  営業活動によるキャッシュ・フロー △126,252 459,490 628,294



次へ 

  
  
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  定期預金の預入による支出 △1,611,000 △2,010,505 △2,425,003

  定期預金の払戻による収入 1,612,000 1,812,005 2,431,003

  貸付金の回収による収入 802 815 1,608

  有形固定資産の取得による支出 △191,451 △378,265 △350,341

  無形固定資産の取得による支出 △8,989 △6,226 △12,154

  投資有価証券の取得による支出 △3,748 △3,850 △7,377

  投資有価証券の売却による収入 25,560 － 147,576

  投資事業組合からの分配金による収入 － － 2,772

  事業の譲受による支出 ※２ － － △254,804

  その他の投資活動によるキャッシュ・ 

 フロー
△91,815 △474 △2,305

  投資活動によるキャッシュ・フロー △268,643 △586,500 △469,024

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  配当金の支払額 △207,688 △207,934 △415,842

  財務活動によるキャッシュ・フロー △207,688 △207,934 △415,842

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

  (減少:△)
△602,584 △334,944 △256,572

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,860,844 1,604,272 1,860,844

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高
※１ 1,258,259 1,269,327 1,604,272



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

  移動平均法による原価

法を採用しております。

その他有価証券

 時価のあるもの

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)を採用しておりま

す。

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法を採用しております。

但し、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)を採用しておりま

す。

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法を採用しております。

但し、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資（金融商品取

引法第２条第２項により

有価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を

採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価

法を採用しております。

但し、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。

(2) たな卸資産

商品

  個別法による原価法を

採用しております。

製品、原材料及び仕掛品

(2) たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

  移動平均法による原価

法及び個別法による原価

法を採用しております。

(2) たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

同左

  移動平均法による原価

法を採用しております。



項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

 建物     ７～34年

 機械及び装置 ２～17年

また、取得価額が10万

円以上20万円未満の減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

によっております。

(1) 有形固定資産

建物

(建物附属設備は除く)

①平成10年３月31日以前 

 に取得したもの

旧定率法

②平成10年４月１日から 

 平成19年３月31日まで 

 に取得したもの

旧定額法

③平成19年４月１日以降 

 に取得したもの

定額法

建物以外

①平成19年３月31日以前 

 に取得したもの

旧定率法

②平成19年４月１日以降 

 に取得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

 建物     ３～34年

 機械及び装置 ２～17年

また、取得価額が10万

円以上20万円未満の減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

によっております。

(会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間会計期

間から、平成19年４月１日

以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しており

ます。 

 これに伴い、前中間会計

期間と同一の方法によった

場合と比べ、売上総利益が

3,842千円、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ4,474千円、

中間純利益が2,688千円そ

れぞれ減少しております。

(1) 有形固定資産

  定率法

但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

 建物     ３～34年

 機械及び装置 ２～17年

また、取得価額が10万

円以上20万円未満の減価

償却資産については、３

年間で均等償却する方法

によっております。



項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

(追加情報）

当中間会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌事業年度から５年間

で均等償却する方法によっ

ております。 

 これに伴い、前中間会計

期間と同一の方法によった

場合と比べ、売上総利益が

4,656千円、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ5,407千円、

中間純利益が3,249千円そ

れぞれ減少しております。

(2) 無形固定資産

定額法

  但し、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、将

来の支給見込額のうち当

中間会計期間負担額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与に備えるため、将

来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上

しております。



項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与に備えるため、将来

の支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上

しております。

（会計方針の変更）

当中間会計期間から

「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29

日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従

来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ

21,066千円減少しており

ます。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与に備えるため、将来

の支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上

しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与に備えるため、将来

の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

当事業年度から「役員

賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適

用しております。この変

更に伴い、従来の方法に

比べて、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ41,500千円

減少しております。

 

 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

(5) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため内規に基

づく事業年度末要支給額

を計上しております。



次へ 

 
  

(会計方針の変更) 

 
  

項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 手許現金、随時引出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっておりま

す。

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。

消費税等の会計処理

同左

 

消費税等の会計処理

 税抜方式によっておりま

す。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,881,143千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

───────

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,967,902千円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間会計期間末
（平成19年９月30日)

前事業年度末
（平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,947,989 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,352,723 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,203,563 千円

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期末残高に含まれ

ております。

受取手形 183,647 千円

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期末残高に含まれ

ております。

受取手形 188,247 千円  

※２ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

事業年度末日満期手形が、当事

業年度末残高に含まれておりま

す。

受取手形 183,331 千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要なもの

受取利息 680 千円

受取配当金 2,596 〃

※１ 営業外収益の主要なもの

受取利息 3,321 千円

受取配当金 2,366 〃

※１ 営業外収益の主要なもの

受取利息 2,524 千円

受取配当金 4,596 〃

 

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 254,615 千円

無形固定資産 7,279 〃

※３ 減損損失

───────

 

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 305,281 千円

無形固定資産 12,642 〃

※３ 減損損失

───────

 

 

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 533,398 千円

無形固定資産 20,731 〃

※３ 減損損失

   当社は、以下の資産グループ 

  について減損損失を計上しまし 

  た。

用途 種類 場所
金額 
(千円)

遊休 土地
山梨県南都留郡 
鳴沢村

3,835

遊休 土地 栃木県那須塩原市 2,590

計 6,425

 （経緯）

  上記の土地につきましては、保 

 養所等建設予定地として取得しま 

 したが、今後の利用計画も無く、 

 地価も下落しているため、減損損 

 失を認識いたしました。

 （グルーピングの方法）

  当社は、全社及び遊休資産を、 

 減損損失を把握するグルーピング 

 の単位としております。

 （回収可能価額の算定方法等）

  正味売却価格



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 6,300,000 ― ― 6,300,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 40 ― ― 40

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日 
定時株主総会

普通株式 207,898 33.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月６日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 207,898 33.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 6,300,000 ― ― 6,300,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 40 ― ― 40

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月20日 
定時株主総会

普通株式 207,898 33.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月５日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 207,898 33.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,300,000 ― ― 6,300,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 40 ― ― 40

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日 
定時株主総会

普通株式 207,898 33.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日

平成18年11月６日 
取締役会

普通株式 207,898 33.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月20日 
定時株主総会

普通株式 繰越利益剰余金 207,898 33.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日



前へ   次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 2,070,760千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△812,500 〃

現金及び現金同等物 1,258,259 〃

※２

───────

 

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金勘定 2,275,327千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△1,006,000 〃

現金及び現金同等物 1,269,327 〃

※２

───────

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,411,772千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△807,500 〃

現金及び現金同等物 1,604,272 〃

※２ 当事業年度に事業の譲受によ

り増加した資産の内訳は次のと

おりであります。

流動資産 52,480千円

固定資産 202,323 〃

合計 事業の譲受
   による支出

254,804千円



(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円)

減損 
損失 
累計額 
相当額 

（千円）

中間
期末 
残高 

相当額
(千円)

機械 
及び 
装置

1,377,955 807,784 - 570,171

工具 
器具 
備品

147,414 68,734 - 78,679

ソフ 
トウ 
ェア

2,534 1,731 - 802

合計 1,527,904 878,251 - 649,653

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損
損失 

累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末 
残高 

相当額
(千円)

機械 
及び 
装置

1,368,525 967,615 - 400,909

工具 
器具 
備品

89,144 37,591 - 51,553

ソフ 
トウ 
ェア

2,534 2,238 - 295

合計 1,460,203 1,007,445 - 452,758

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価 
償却 

累計額 
相当額 
(千円)

減損 
損失 

累計額 
相当額 

（千円）

期末 
残高 
相当額
(千円)

機械
及び
装置

1,345,035 880,390 - 464,644

工具
器具
備品

147,414 81,276 - 66,138

ソフ
トウ
ェア

2,534 1,985 - 549

合計 1,494,983 963,652 - 531,331

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

１年内 240,380千円
１年超 428,587 〃

合計 668,967千円

 リース資産減損勘定中間期末残高

― 千円

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

１年内 206,203千円
１年超 258,684 〃

合計 464,888千円

 リース資産減損勘定中間期末残高

― 千円

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高

１年内 230,071千円
１年超 317,147 〃

合計 547,219千円

リース資産減損勘定期末残高

― 千円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 128,854千円
リース資産減損勘定
の取崩額

―  〃

減価償却費相当額 119,876 〃

支払利息相当額 6,452 〃

減損損失 ―  〃

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 122,284千円
リース資産減損勘定
の取崩額

― 〃

減価償却費相当額 115,498 〃

支払利息相当額 4,513 〃

減損損失 ― 〃

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 256,092千円
リース資産減損勘定
の取崩額

―  〃

減価償却費相当額 238,198 〃

支払利息相当額 11,942 〃

減損損失 ―  〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各事業年度への配

分方法については、利息法によ

っております。

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 13,052千円
１年超 8,590 〃

合計 21,642千円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 10,723千円
１年超 9,897 〃

合計 20,620千円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 9,987千円
１年超 7,702 〃

合計 17,689千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 251,156 378,293 127,137

合計 251,156 378,293 127,137

中間貸借対照表計上額(千円)

(1）子会社株式

子会社株式 20,011

(2）その他有価証券

非上場株式 1,100

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 33,372

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 180,475 230,875 50,399

合計 180,475 230,875 50,399

中間貸借対照表計上額(千円)

(1）子会社株式

子会社株式 20,011

(2）その他有価証券

非上場株式 1,100

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 33,106



前へ   次へ 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 減損処理にあたっては、当事業年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 176,625 254,616 77,991

合計 176,625 254,616 77,991

貸借対照表計上額(千円)

(1）子会社株式

子会社株式 20,011

(2）その他有価証券

非上場株式 1,100

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 32,154



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

  

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,568円44銭 １株当たり純資産額 1,616円58銭 １株当たり純資産額 1,582円21銭

１株当たり中間純利益金額 67円05銭 １株当たり中間純利益金額 69円93銭
１株当たり
当期純利益金額

118円31銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 9,881,143 10,184,437 9,967,902

普通株式に係る純資産額(千円) 9,881,143 10,184,437 9,967,902

差額の主な内訳 － － －

普通株式の発行済株式数(株) 6,300,000 6,300,000 6,300,000

普通株式の自己株式数(株) 40 40 40

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数(株)

6,299,960 6,299,960 6,299,960

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 422,464 440,573 745,366

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

422,464 440,573 745,366

普通株式の期中平均株式数(株) 6,299,960 6,299,960 6,299,960



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

平成19年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
  

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

───────

平成19年11月12日開催の取締役会

において、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株

式を取得すること及びその具体的な

取得方法について決議し、自己株式

の取得を以下のとおり実施いたしま

した。

(1) 自己株式取得に関する取締役会

  の決議内容

① 取得する株式の種類

  当社普通株式

② 取得する株式の総数

  91,200株（上限）

③ 取得する期間

  平成19年11月13日

④ 取得価格の総額

  208,392千円（上限）

⑤ 取得の方法

  東京証券取引所の立会時間外取

引であるToSTNeT-2（終値取引）に

よる取得

(2) 取得日

  平成19年11月13日

(3) その他

 上記ToSTNeT-2による取得の結

果、当社普通株式91,200株（取得

価格208,392千円）を取得いたしま

した。

───────

(イ)中間配当による配当金の総額……………………… 207,898千円

(ロ)１株当たりの金額…………………………………… 33円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 平成19年12月10日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第42期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 平成19年６月22日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年11月５日関東財務局長に提出。 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日） 平成19年12月14日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月19日

大成ラミック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大成ラミック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大成ラミック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

あ ず さ 監 査 法 人

員指 定 社
公認会計士 福 田   厚 ㊞

員業務執行社

員指 定 社
公認会計士 佐 渡 一 雄 ㊞

員業務執行社

員指 定 社
公認会計士 森 田   亨 ㊞

員業務執行社

 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月14日

大成ラミック株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大成ラミック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大成ラミック株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

あ ず さ 監 査 法 人

員指 定 社
公認会計士 福 田   厚 ㊞

員業務執行社

員指 定 社
公認会計士 佐 渡 一 雄 ㊞

員業務執行社

員指 定 社
公認会計士 森 田   亨 ㊞

員業務執行社

 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。
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